
 
 

平 成 24 年 7 月 5 日 

消 防 庁 

平成２３年(１月～１２月)における火災の状況(確定値) 

 
 
 
 
 

① 総出火件数は 50,006 件でした。 

総出火件数は 50,006 件で、火災種別でみますと建物火災が 26,795 件、車両

火災が 5,129 件、林野火災が 2,093 件、船舶火災が 90 件、航空機火災が 4 件、

その他火災が 15,895 件でした。 

② 1,766 人の方が火災により亡くなっています。 

1,766 人の方が火災により死亡し、7,286 人の方が火災により負傷しています。 

③   住宅火災による総死者の 66.4％は 65 歳以上の高齢者が占めてい

ます。 

住宅火災による総死者（放火自殺者等を除く。）数は 1,070 人で、このうち 65

歳以上の高齢者は 711 人、66.4％を占めています。 

④ 出火原因の第 1 位は「放火」、第 2 位は「たばこ」です。 

総出火件数の 50,006 件を出火原因別にみると、「放火」5,632 件(11.3%)、「た

ばこ」4,752 件(9.5%)、「こんろ」4,178 件(8.4%)、「放火の疑い」3,931 件(7.9%)、

「たき火」3,443 件(6.9%)の順となっています。また、「放火」及び「放火の疑

い」を合わせると 9,563 件(19.1%)となっています。 

⑤ 東日本大震災による火災は 330 件でした。 

東日本大震災による火災は 330 件でした。うち、その他火災が 77 件となって

います。7 人の方が火災により死亡し、36 人の方が火災により負傷しています。

また、損害額は約 150 億円となっています。 

 

※東日本大震災による火災の死者及び負傷者数については、各消防機関が把握した数値を計上し

ており、火災によるものかどうか不明なものは計上されておりません。 

 

 
【担当】 
 消防庁防災情報室 矢部係長 河田事務官 

（代 表）03-5253-5111  
（直 通）03-5253-7526 
（ＦＡＸ）03-5253-7536 

総火災件数は 50,006 件で、おおよそ 1 日あたり 137 件、11
分に 1 件の火災が発生したことになります。また、東日本大震
災による火災は 330 件でした。 
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平成２３年（１月～１２月）における火災の内訳

Ⅱ
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平成２３年（１月～１２月）における火災の状況（確定値） 



◎東日本大震災に伴い発生した火災と平成２３年の火災の比較
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かどうか不明なものは計上されておりません。
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平成 24 年 7 月 5 日 

消 防 庁 

 

平成 23 年（1 ～12 月）における火災の状況（確定値） 

 

１ 総出火件数は、50,006 件でした。 

総出火件数は、50,006 件でした。これは、おおよそ 1 日あたり 137 件、

11 分ごとに 1 件の火災が発生したことになります。 

火災種別でみますと建物火災が 26,795 件、車両火災が 5,129 件、林

野火災が 2,093 件、船舶火災が 90 件、航空機火災が 4 件、その他火

災が 15,895 件でした。 

 

２ 火災による総死者数は 1,766 人、負傷者は 7,286 人でした。 

火災による総死者数は、1,766 人でした。 

火災による死者の火災種別では、建物火災 1,339 人、車両火災 145

人、林野火災 19 人、船舶火災 2 人、航空機火災 3 人、その他火災 258 

人となっています。 

また、火災による負傷者は 7,286 人となっています。火災による負

傷者の火災種別では、建物火災 6,194 人、車両火災 293 人、林野火災

141 人、船舶火災 18 人、航空機火災 1 人、その他火災 639 人となっ

ています。 

 

３ 住宅火災による死者（放火自殺者等を除く。）数は、1,070 人でした。 

建物火災における死者 1,339 人のうち住宅（一般住宅、共同住宅及

び併用住宅）火災における死者は、1,210 人で、さらにそこから放火自

殺者等を除くと、1,070 人となっています。 

なお、建物火災の死者に占める住宅火災の死者の割合は、90.4%で、

出火件数の割合 55.9%と比較して非常に高くなっています。 

 

４ 住宅火災による死者（放火自殺者等を除く。）の 6 割以上が高齢者 

住宅火災による死者（放火自殺者等を除く。）1,070 人のうち、65 歳

以上の高齢者は 711 人(66.4%)でした。 

住宅火災における死者の発生した経過別死者数では、逃げ遅れ 578 人、

着衣着火 54 人、出火後再進入 20 人、その他 418 人となっています。 

 

５ 出火原因の第 1 位は、「放火」、続いて「たばこ」 

総出火件数の 50,006 件を出火原因別にみると、「放火」5,632 件

(11.3%)、「たばこ」4,752 件(9.5%)、「こんろ」4,178 件(8.4%)、「放火

の疑い」3,931 件(7.9%)、「たき火」3,443 件(6.9%)の順となっていま

す。 

「放火」及び「放火の疑い」を合わせると 9,563 件(19.1%)で、件数

が多い主な都道府県は、東京都 1,604 件(29.8%)、埼玉県 852 件(30.7%)、

大阪府 852 件(28.6%)、神奈川県 759 件(27.6%)、愛知県 686 件(23.7%)

の順となっており、大都市を抱える都府県で高い割合を示しています。 

火災種別での出火原因を件数が多い順にみると、建物火災 26,795 件

にあっては｢こんろ｣4,105 件(15.3%)、｢たばこ｣2,759 件(10.3%)、「放

火」2,535 件(9.5%)、｢ストーブ｣1,582 件(5.9%)、「放火の疑い｣1,503 件

(5.6%）の順となっています。 

林野火災 2,093 件では、「たき火」701 件(33.5%)、「火入れ」267 件

(12.8%)、「たばこ」147 件(7.0%)、「放火の疑い」131 件(6.3%)、「火遊 



び」106 件(5.1%)の順となっています。 

車両火災 5,129 件では、「排気管」655 件(12.8%)、「放火」440 件

(8.6%)、「放火の疑い」290 件(5.7%)、「マッチ・ライター」200件(3.9%)、

「たばこ」197 件(3.8%)の順となっています。 

船舶火災 90 件では「電灯電話等の配線」7 件(7.8%)、「配線器具」

6 件(6.7%)、「溶接機・切断機」6 件(6.7%)、「排気管」4 件(4.4%)、

「電気機器」4 件(4.4%)、「放火の疑い」4 件(4.4%)の順となってい

ます。 

航空機火災は 4 件で、「不明・調査中」3 件（75.0％）、「電灯・電

話等の配線」1 件（25.0％）となっています。 

その他火災 15,895 件では、「放火」2,611 件（16.4%）、「たき火」

2,193 件(13.8%)、「放火の疑い」2,003 件(12.6%)、「たばこ」1,647

件(10.4%)、「火入れ」1,198 件(7.5%)の順となっています。 

 

６ 東日本大震災の影響による火災件数は、330 件でした。 

東日本大震災の影響による火災件数は 330 件（北海道 4 件、青森

県 11 件、岩手県 33 件、宮城県 137 件、秋田県 1 件、山形県 2 件、

福島県 38 件、茨城県 31 件、群馬県 2 件、埼玉県 12 件、千葉県 18 

件、東京都 35 件、神奈川県 6 件）でした。 

それらの火災の種別は、建物火災 218 件、林野火災 4 件、車両火

災 31 件、その他火災 77 件となっています。 

それらの火災により、7 人（岩手県 3 人、宮城県 2 人、福島 

県 2 人）の方が亡くなり、36 人（青森県 3 人、岩手県 3 人、宮

城県 8 人、福島県 4 人、茨城県 4 人、千葉県 7 人、東京都 7 人）

の方が負傷しています。  

また、それらの火災による損害額は約 150 億円となっています。 

 

７ 消防庁の対策について 

(1) 住宅防火対策への取組み 

平成 23 年（1 月～12 月）の住宅火災による死者（放火自殺者等を

除く。）は、1,070 人となっています。このうち 65 歳以上の高齢者

は、711 人（66.4%）で、6 割以上を占めています。 

住宅用火災警報器は、平成 16 年の消防法改正で設置が義務付けら

れ、新築住宅については平成 18 年 6 月 1 日から、既存住宅につい

ても、昨年 6 月には全ての市町村で設置が義務化となりました。 

消防庁が平成 23 年 6 月時点で推計を行った全国の設置率は約 71%

となっています。消防庁では、平成 20 年 12 月の住宅用火災警報器

設置推進会議において決定された「住宅用火災警報器設置推進基本方

針」に基づき、報道機関や広報紙等と連携した広報の実施や消防団、

婦人（女性）防火クラブ、自主防火組織等と連携した普及・啓発活動

等により住宅用火災警報器の早期設置の促進等を図ってきたところ

ですが、今回、全ての住宅で義務化を迎えたことから、今まで開催し

てきた「住宅用火災警報器設置推進会議」を発展的に「住宅用火災警

報器設置対策会議」といたしました。 

これまでの方針から転換し、未だに住宅用火災警報器を設置してい

ない世帯（全国の約 3 割）への対策を打ち出すとともに、既に設置

している世帯への維持管理を周知することで住宅用火災警報器の設

置定着を目的としています。 

当会議において、「住宅用火災警報器設置対策基本方針」を新たに

策定し、①住宅用火災警報器の未設置世帯に対する働きかけの強化、 



  ②住宅用火災警報器の奏功事例等の積極的な周知、③住宅用火災警

報器の維持管理に関する広報の強化を、今まで普及推進に貢献を頂

いた地域コミュニティと一体となり、継続して進めていきます。 

また、広報、普及・啓発活動の積極的な推進に資する住宅防火対

策推進シンポジウムを平成 23 年度は全国 4 カ所で開催したほか、

春の全国火災予防運動等の機会をとらえ、報道機関や消防機関等と

連携した普及啓発活動を行うなど、住宅用火災警報器の設置対策活

動を行っていきます。 

さらに、こんろやストーブからの出火防止等について映像資料を

ホームページ（http://www.fdma.go.jp/html/life/juukei.html）

において配信し、住宅用火災警報器だけでなく住宅防火に係る総合

的な啓発を図っています。 

 

 (2) 放火火災防止への取組み 

平成 23 年（1 月～12 月）の放火及び放火の疑いによる火災は、

9,563 件で、全火災の 19.1%を占めており、依然として高い割合に

なっています。 

このため、消防庁では、「放火火災防止対策戦略プラン」（参照

URL: http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList4_6.html）

を活用し、目標の設定、現状分析、達成状況の評価というサイクル

で地域全体の安心・安全な環境が確保されるような取り組みを継続

的に行うことで、放火火災に対する地域の対応力を向上させること

などを推進しています。 

今後とも、放火火災防止対策戦略プランに基づき、ご近所の底力

を活かして、「放火されない環境づくり」による安全で安心な暮ら 

しの実現を目指していきます。 

 

(3) 林野火災防止への取組み 

林野火災の件数は、2,093 件で、延べ焼損面積は約 2,071ha となっ

ています。 

例年、空気が乾燥する春先に林野火災が多発していることから、本

年も「林野火災に対する警戒の強化について（平成 24 年 3 月 2 日消

防特第 35 号）」を各都道府県等へ発出し、入山者や林業関係者等に対

する林野火災予防の徹底・警戒強化やヘリコプターによる空中消火の

積極的な活用等について周知しました。また、毎年、林野庁と共同で

火災予防意識の啓発を図り、予防対策強化等のため、春季全国火災予

防運動期間中の 3 月 1 日から 7 日までを全国山火事予防運動の実施

期間とし、平成 24 年は「忘れない 山への感謝と 火の始末」という

統一標語のもと、様々な広報活動を通じて山火事の予防を呼びかけま

した。 

 

(4) 産業施設の防災対策の推進に係る取組み 

○ 石油コンビナート等特別防災区域における防災対策の充実強化 

浮き屋根式屋外貯蔵タンクの全面火災に対応するため、特定事業所

には大容量泡放射システムの配備が義務付けられています。現在、全

国の 12 の区域にこのシステムが配備されています。 
特定事業所において出火や石油等の漏洩などの異常現象が発生し

た時に義務付けられている石油コンビナート等災害防止法第 23 条に

基づく、消防署等への通報に関して、通報に時間を要している事案も

あることから、迅速な通報の確保のための方策に関する通知を関係道



府県へ 3 月に発出しました。 
東日本大震災による被害を踏まえ、特定防災施設等及び防災資機材

等は地震又は津波が発生した後においてもその機能の維持が求めら

れることから、特定事業所に設置されている特定防災施設等及び防災

資機材等の地震対策及び津波対策に関する通知を 3 月に発出しまし

た。 
 



 

平成２３年（１月～１２月） 

における火災の状況（確定値） 

 

 

 

 

消防庁防災情報室
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